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∗本稿は、(独)経済産業研究所におけるプロジェクト「労働市場制度改革」の一環として執筆されたものである。 
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１  イントロダクション：今なぜ、労働時間改革なのか 
昨年秋のリーマンショック以降の経済のスパイラル的な落ち込みが一段落して以降も雇用
情勢は深刻化した。実際、労働需給の急速な悪化を受けて、有効求倍率は既往最低を更新

























以下、第 2 節では、日本の長時間労働の現状を評価した上で、第 3 節で長時間労働の要因






２  長時間労働は深刻になっているのか  3
正規労働者を中心に長時間労働が深刻化していることがしばしば指摘される。しかし、そ
のような認識は果たして正しいであろうか。やはり、統計の基づいた検証が重要である。









勤労統計（5 人以上）でパートを含む労働者では 93 年 1920 時間から 2008 年 1792 時間ま












イム労働者で週 60 時間以上働く人の割合（総務庁「労働力調査」 ）である。図 1-2 をみる
と、男女・年齢別では、男性 30 代においてその割合が最も高くなっている。90 年代末から
2000 年代初めにかけてその割合は高まっているものの、 ここ数年ほどでは低下傾向にある。
















と論じている。 実際、 フルタイム男性で平日 10 時間以上の労働時間の割合は、 1976 年 17.1%、


























                                                  




































                                                  
















挙げると、Bell and R. Freeman[2001]は、労働時間と将来所得・昇進確率に正の関係があ






































































































































に既に法定労働時間は週 40 時間になった後、82 年に週 39 時間、さらに、2000 年から週
35 時間（授業員 20 人以下の企業では 2002 年）になった。時間外労働をさせるためには、
原則として労働監督官の許可を得て、一定の割増賃金を支払う必要がある。82 年以前はす
べての時間外労働で監督官の許可が必要であったが、 それ以後許可の必要のない年間枠 （当
初 130 時間）が定められている。 
 
ドイツの場合は、政府主導で労働時間の短縮が行われたのとは対照的に、労働協約が大き
な役割を握ってきた。ナチス時代に制定されていた旧労働時間法では 1 日 8 時間を超える
労働については 25％の割増賃金が義務付けられていたが、 94 年に制定された新たな労働時
間法では週日の労働時間は 8 時間を超えてはならないと定められているものの、法定の調
整期間（６か月）内における平均が週 48 時間（8 時間×6 日）に収まっておればよい（た






業の法定労働時間は週 35 時間となっている。 
 
EU の労働時間指令の概要 
ここで EU の加盟国が遵守すべき EU 労働時間指令について述べておこう。 これは 1993 年
に制定され、労働者の健康と安全の保護を目的としている。主な内容は、 
(1)  1 日の休息時間：24 時間につき最低連続 11 時間の休息期間3（1 日の労働時間の上限は
原則 13 時間） 
(2)  週休：7 日毎に最低連続 24 時間＋11 時間（＝35 時間）の休息期間 
(3)  週労働時間：７日につき総労働時間は平均して 48 時間を超えない（平均の算定期間上
限４か月→労使協定で 12 か月まで） 
(4)  年休：最低 4 週間の年次有給休暇 
など、義務付ける内容となっている。これをみると、まず、最長労働時間という観点から
実労働時間が規制されており、時間外労働を規定する法定労働時間の設定については加盟
                                                  




イギリスは、97 年労働党が政権を担った後、98 年には EU 労働時間指令に対応するため初














例えば、フランスでは時間外労働時間の上限が 2003 年には年間 180 時間、2004 年には年
間 220 時間まで延長され、 2005 年には産業別労使協定による年間労働時間の設定、 更には、
2008 年には企業別労働協約による設定が可能になった。また、週 35 時間労働制が導入さ
れた当初は時間外労働が年間 41 時間以上の場合、 一律に 50％の割増賃金の支給を義務付け




















(5)  常時 10 人以上の労働者を使用する事業所では、 始業及び就業の自国、 休憩時間、 休日、
休暇、交代制などの事項を修業規則に必ず記載しなければならない、 
(6)  所定労働時間（始業から就業までの時間から休憩時間を除いたもの）は 1 日 8 時間、１
週 40 時間という法定労働時間を超えてはならない、 
(7)  法定労働時間を超えて労働させる場合には、 過半数従業員を組織する労働組合または過
半数従業員を代表する者との書面での協定を締結し（いわゆる、三六協定） 、労働基準
監督署に届けなければならない、 
(8)  毎週少なくとも 1 回の休日を与えなければならない（4 週間を通じ 4 日以上の休日を与
える場合は週休 1 日原則は適用されない） 、 




















































長さに関わらず一律 25％以上であった割増賃金率に対し、 １か月の時間外労働が 45 時間超










































金銭補償の割合がかなり高くなっている（濱口(2008)） 。  15
労働時間貯蓄制度の導入については、日本の場合、年次有給休暇の取得率が低いので、ま
ずは、 年休 100％取得ができてからの課題であるとの意見も聞かれる。 国民の祝日が実質的
増加したこともあるが、年休の取得率は 90 年代半ばから確かに低下・減少傾向にある（95





























(1)  労働時間、休憩、休日の規制が適用されない適用除外制度（管理監督者など） 、 






































8  通達では、 「労働条件の決定その他労務管理について経営者と一体的な立場にある者」とされている。ま







































                                                  
9  例えば、労働組合に入ることを禁じられている「利益代表者」の範囲は、法律では定めらえていないが、
労使協定を結んで企業と労働組合が組合員の範囲を決定していることが多く、通常、課長クラス以上が非
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